
様式第１（日本産業規格Ａ列４番）

第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　           住　　　　所

氏名又は名称
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金
（先進車両導入支援試験実証事業）交付申請書
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金（先進車両導入支援試験実証事業）
金　　　　　　　円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定により、別紙のとおり申請します。

様式第２（日本産業規格Ａ列４番）
第　　　　　　号
　年　月　日
殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金
（先進車両導入支援試験実証事業）交付決定通知書

　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった「　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金（先進車両導入支援試験実証事業）」については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
記

１．補助金の交付の対象となる事業、補助金の額並びに補助対象経費及びその配分額は、別紙のとおりとする。
２．補助対象事業については、当該補助対象事業に係る　　　　計画に即して実施するものとする。

３．補助対象事業者は、適正化法、同法施行令（昭和30年政令第255号）及び地域公共交通関連技術研究開発費補助金交付要綱（先進車両導入支援試験実証事業）に定めるところに従わなければならない。

様式第３（日本産業規格Ａ列４番）
　　　　第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

住　　　　所

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金

（先進車両導入支援事業）交付決定変更申請書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定通知のありました標記補助金に係る補助対象事業の（内容・経費の配分）を変更したいので、別紙のとおり申請します。

様式第４（日本産業規格Ａ列４番）
第　　　　　　号
　年　月　日
　殿

国土交通大臣
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金
（先進車両導入支援試験実証事業）交付決定変更通知書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定の変更申請のあった標記補助金に係る補助対象事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第１０条第１項の規定により、別紙のとおり交付決定を変更したので、同条第４項で準用する同法第８条の規定により通知する。

様式第５（日本産業規格Ａ列４番）
第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

住　　　　所

氏名又は名称
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金

（先進車両導入支援試験実証事業）事業状況報告書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定（変更）通知のありました標記補助金に係る補助対象事業の実施状況について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第１２条の規定により、別紙のとおり報告します。

様式第６（日本産業規格Ａ列４番）
　　　　第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

住　　　　所

氏名又は名称
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金

（先進車両導入支援試験実証事業）事業完了実績報告書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定（変更）通知のありました標記補助金に係る補助対象事業の完了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第１４条の規定により、別紙のとおり報告します。

様式第７（日本産業規格Ａ列４番）
第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

住　　　　所
氏名又は名称
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金

（先進車両導入支援試験実証事業）事業年度終了実績報告書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって補助金交付決定（変更）通知のありました補助金に係る補助対象事業の年度終了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第１４条の規定により、別紙のとおり報告します。

様式第８（日本産業規格Ａ列４番）
　　　　　第　　　　　　号
　年　月　日
　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金

（先進車両導入支援試験実証事業）の額の確定通知書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって実績報告のあった「　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金（先進車両導入支援試験実証事業）」については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第１５条の規定により、下記のとおり確定したので通知する。

記

確定補助金額　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円

様式第９（日本産業規格Ａ列４番）
　　　　第　　　　　　号
　年　月　日
支出官

国土交通省大臣官房会計課長　殿

住　　　　所
氏名又は名称
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金

（先進車両導入支援試験実証事業）支払請求書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の額の確定のあった標記補助金について、下記のとおり補助金の支払いを請求します。

記

１．補　助　金　額　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円

２．受　　取　　人　　　　住所

　　（口座名義）　　　　　氏名

３．振込先金融機関
　　及び支店名

４．預　金　種　別

５．口　座　番　号

※金融機関名及び口座名義にふりがなを入れること。

様式第１０（日本産業規格Ａ列４番）
　　　　第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

住　　　　所

氏名又は名称
財産処分承認申請書

　　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金（先進車両導入支援試験実証事業）に係る補助対象事業により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第２２条の規定に基づき、申請します。

記

　

１．処分しようとする財産の明細

２．処分の内容

３．処分しようとする理由

４．その他必要な事項

様式第１１（日本産業規格Ａ列４番）
第　　　　　　号
　年　月　日
国土交通大臣　殿

住　　　　所　　

氏名又は名称　　　　　　　　
　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金

（先進車両導入支援試験実証事業）に係る消費税の額の確定に伴う報告書
  　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号をもって額の確定通知のあった　　年度地域公共交通関連技術研究開発費補助金（先進車両導入支援試験実証事業）に係る補助対象事業の消費税について、以下のとおり報告します。
記
  １．補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  ２．補助金の額のうち消費税相当額                               　   　　円
  ３．２のうち仕入控除の対象とならなかった額　　　　　　　　　　　　　　　円
  ４．補助金返還相当額（２の額から３の額を差し引いた額）       　         円
  注）別紙として確定申告書等を添付することとする。
